
事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

12 節 項 3

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

1. 補助金 千円

【内訳表】 （単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

雨水利用促進助成金交付事業1

事業費 備考

3件（申込者13名による抽選の結果、平成22年
度予算内の8名当選、最終的な設置者3名）

150

事業種別事業名

担当課 課長名 小橋川生三

準用河川改良事務運営事業

予
算
科
目

中項目

-

土木課 一般会計

土木費

河川費

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

・準用河川の維持管理
・雨水タンク設置者に対する助成事業

事業期間

根拠法令等 河川法

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

その他特定財源

地方債

一般財源

対象（何、誰のために） 町内準用河川

河川等雨水の排水システムの改善を図る

事　業　費 - 850 1,053

平成 年度　～　平成 年度

総
合
計
画 小項目 河川の改修整備

河川・排水路の整備

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち

準用河川改良費

年度決算率

総事業費

年度決算

４．平成２２年度事業の成果

関連計画等 小波津川河川改修事業

150

事業内容

1,053850

5/10

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 8

4 章 款

13 節 項

1 項 目

２．事業の目的

３．事業の内容

22 29 千円

・耐用年数切れの電気計装設備の改良により、維持補修の頻度が軽減され、

安定的な水の供給が得られる。(桃原配水池系ブロック）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 沖縄簡易水道等施設整備費国庫補助事業 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

水道事業会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

中項目 水道水の安定供給

小項目 水の安定・安全提供

対象（何、誰のために） 棚原・徳佐田・翁長地域（西地区）、桃原・安室・我謝・与那城・兼久・小波津地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

安定的な水の提供を行う

・西地区区画整理地区内に送配水管L＝8,520ｍを整備する。（整備期間H25～H29、総事業費200,784千円）
・老朽管更新事業、送配水管Ｌ＝8,920ｍを整備する。（整備期間Ｈ25～Ｈ29、総事業費636,616千円）
・桃原配水池電気計装設備の基幹改良整備をする。（整備機関H22、総事業費36,000千円）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 873,400

根拠法令等 沖縄簡易水道等施設整備費国庫補助金 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 36,083

18,000

県支出金

国庫支出金 5/10

その他特定財源

地方債

18,083

財
源
内
訳

一般財源 - 0

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 1

14 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【下水道接続率】 （単位：人、％）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 下水道事業（一般管理費） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公共下水道費

中項目 下水道の整備 下水道管理費

小項目 公共下水道（汚水）の整備 一般管理費

対象（何、誰のために） 公共下水道整備事業

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正かつ円滑な事業執行を図る

・公共下水道普及事務等嘱託員の配置
・公共下水道事業の事務経費の支出
・関係団体への負担金支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

22年度 21年度 20年度

接続世帯人口（Ａ） 4,454 3,953 3,449

接続可能世帯人口（Ｂ） 9,911 9,205 8,386

下水道接続率（Ａ）/（Ｂ） 45% 43% 41.1%

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 966 1,102

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 287 266

地方債

836

財
源
内
訳

一般財源 - 679

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 1

14 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

14 千円

【使用料の推移】（単位：千円）

Ｈ22年度下水道台帳作成実施数量

6,510千円

管渠延長　       　Ｌ＝48.9ｋｍ

汚水人孔　    　   Ｎ＝1,602基

汚水桝　　　　　　 Ｎ＝3,828基

竣工資料(図面）　Ｎ＝1,553枚

排水設備資料   　Ｎ＝7,464枚

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 下水道事業（維持管理費） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公共下水道費

中項目 下水道の整備 下水道管理費

小項目 公共下水道（汚水）の整備 維持管理費

対象（何、誰のために） 公共下水道

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正な維持管理を行う。

・下水道使用料徴収事務
・水質検査の実施
・汚水処理負担金の支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 下水道法 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

22年度 21年度 20年度

使用料（現年度） 85,289 81,223 52,515

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 40,367 49,560

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 40,367 49,560

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 1

14 節 項 2

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

8 44 千円

【22年度までの執行額】

・8,354,134千円（総事業費の43％）

【主な工事箇所】

・呉屋処理分区

・小橋川・津花波処理分区

・小那覇第4処理分区

・小橋川処理分区

・翁長第２処理分区

・棚原第３処理分区

・兼久第１処理分区

【中城湾南部流域下水道建設負担金】

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 下水道事業（汚水整備事業費） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公共下水道費

中項目 下水道の整備 下水道整備費

小項目 公共下水道（汚水）の整備 下水道汚水整備事業費

対象（何、誰のために） 下水道整備計画地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

下水道を整備し、公共用水域の水質保全及び快適な生活環境を図る。

　町が公共下水道（管渠等）を整備し、住民や事業所等が自己負担ではあるが排水設備を下水道に接続することに
より、トイレ汚水だけでなく、水質汚濁や悪臭の原因となっている生活雑排水を含めて浄化センターで一括処理す
る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 19,645,535

根拠法令等 下水道法・都市計画法 関連計画等 中城湾南部流域下水道事業

４．平成２２年度事業の成果

22年度 21年度

76,600 54,200

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 532,184 484,378

213,000

県支出金

国庫支出金 6/10 270,000

184,660

その他特定財源

地方債 60%、流域100% 234,200

86,718

財
源
内
訳

一般財源 - 27,984

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 2

14 節 項 1

1 項 目 1・2

２．事業の目的

３．事業の内容

9 74 千円

【地方債現在高】 単位：千円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 下水道事業（地方債元利償還金） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公債費

中項目 下水道の整備 公債費

小項目 公共下水道（汚水）の整備 元金・利子

対象（何、誰のために） 現世代の住民と後世代の住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

下水道整備の財政負担を、将来便益を受けることとなる後世代と現世代の住民との間で負
担を分け合う

　地方財政法により発行した各種事業債を起債元利償還表に基づき計画的に返済を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 12,342,731

根拠法令等 地方自治法、地方財政法 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

項目
平成21年度
末現在高

（A）

平成22年度
借入額

（B）

平成22年度中償還額 平成22年度
末

現在高
（A＋B－C）

元金
（C）

利子
（D）

合計
（C＋D）

1111....下水道事業債下水道事業債下水道事業債下水道事業債 3,596,296 256,600 136,024 90,959 226,983 3,716,872

　(1)公共下水道事業債 1,930,953 180,000 41,904 30,694 72,598 2,069,049

　(2)流域下水道建設
　　　負担金事業債 1,665,343 76,600 94,120 60,265 154,385 1,647,823

合計合計合計合計 3,596,296 256,600 136,024 90,959 226,983 3,716,872

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 143,185 157,534

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 42,916 35,728

地方債

121,806

財
源
内
訳

一般財源 - 100,269

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

14 節 項 4

1・2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

8 56 千円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 公共下水道特別会計繰出事業 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 下水道の整備 都市計画費

小項目 公共下水道（汚水・雨水）の整備 公共下水道費

対象（何、誰のために） 下水道整備地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

下水道を整備し、公共用水域の水質保全及び快適な生活環境を図る

　下水道整備を行う公共下水道事業特別会計に町の負担分を繰り出す事業

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 7,184,079

根拠法令等 下水道法・都市計画法 関連計画等 中城湾南部流域下水道事業

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 133,600 151,350

県支出金 6,510

国庫支出金

その他特定財源

地方債

144,840

財
源
内
訳

一般財源 - 133,600

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

14 節 項 4

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【実施箇所及び実施月】

・翁長都市下水路　実施月：平成２３年　３月

・翁長都市下水路　実施月：平成２３年  ３月

・内間・翁長都市下水路　実施月：平成２３年　１月

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 都市下水路維持管理事業 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 下水道の整備 都市計画費

小項目 公共下水道（雨水）の整備 都市下水路費

対象（何、誰のために） 都市下水路

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

維持管理を徹底することにより、浸水の防止を図る

　整備済み3都市下水路（我謝、内間、翁長）の河床堆積物や雑草の除去及び管理用通路の除草等

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 下水道法 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 478 499

県支出金

国庫支出金

その他特定財源

地方債

499

財
源
内
訳

一般財源 - 478

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 1

14 節 項 2

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

20 千円

徳佐田地区雨水管渠　６０ｍ

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 下水道事業（雨水整備事業費） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 玉那覇満彦
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公共下水道費

中項目 下水道の整備 下水道整備費

小項目 公共下水道（雨水）の整備 下水道雨水整備事業費

対象（何、誰のために） 雨水整備計画地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

雨水管渠等を整備し、浸水等水害の少ない快適で安全な街づくりに寄与する

　西地区（棚原、徳佐田、翁長の一部地域）については、区画形質の変更に合わせて徳佐田川等の水路を整備し、
その他の浸水区域についても浸水の原因（外水・内水）を調査解析し、浸水解消のため、雨水管渠等を計画整備す
る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 4,170,000

根拠法令等 下水道法・都市計画法 関連計画等 西地区土地区画整理事業計画

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 20,513 71,063

36,990

県支出金

国庫支出金 6/10 12,000

20,000

その他特定財源

地方債 60% 8,000

14,073

財
源
内
訳

一般財源 - 513

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【最終処分場建設負担金事業】

平成２２年度 平成２１年度

※金額が減少した理由は、平成22年度において、サザンクリーンセンター推進協議会の開催がなかった

 ためである。

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 最終処分場建設負担金事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 清掃費

小項目 最終処分場の確保及び整備検討 塵芥処理費

対象（何、誰のために） 　中間処理場（東部清掃）より排出される焼却残渣を適切処理する為

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　中間処理場（東部清掃）より排出される焼却残渣を適切処理することで住みよい環境を作
る

　南部地区焼却施設（東部清掃施設組合・糸豊清掃施設組合・島尻消防清掃施設組合）より排出される残渣（焼却
残渣・不燃残渣・溶融残渣）の受け入れ及び処理の為
　サザンクリーンクリーンセンター推進協議会にて協議中

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

４．平成２２年度事業の成果

　平成22年11月25日（木）開催された「東部清掃施設組合・島尻消防清掃組合構成副市町長および担当
部課長会議」において、今後、最終処分場の建設にむけて会議を進めていくことが確認されたことを受け、
同年12月定例議会において、補正予算が可決・承認された。

事務局運営負担金 3,526,000 3,388,000

ごみ処理事業負担金 4,815,000 6,006,000

合　　　計 8,341,000 9,394,000

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 9,394 8,341

県支出金

国庫支出金

その他特定財源

地方債

8,341

財
源
内
訳

一般財源 - 9,394

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【容器包装リサイクル法に基づく分別収集事業】

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

本 本

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 資源ごみ回収事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 清掃費

小項目 ごみの処理対策 清掃総務費

対象（何、誰のために） 資源ごみの適正処理→ごみ減量化

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

①各家庭より排出される資源ごみを速やかに回収することで住みよい環境を作る。
②資源ごみを適正処理することで､ごみ減量化を図る。

各家庭より分別排出された資源ごみを回収し､再生処理業者へ引き渡す。
・資源ごみ回収車 ６台で家庭より分別排出された資源ごみを回収する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等
容器包装に係る分別収集及び再商品化の
促進等に関する法律

関連計画等 環境基本計画（総理府告示）

４．平成２２年度事業の成果

収集項目 平成22年度 平成21年度

紙類 196,900 269,940

アルミ缶 9,560 6,338

スチール缶 54,980 68,240

ワンウェイビン 225,685 208,923

リターナルビン 20,528 19,469

ＰＥＴボトル 98,505 98,880

古布類 10,106 4,335

合計 616,264 676,125

木枝類（公共） 322,377 157,650

木枝類（民間）※ 91,053 90,185

合計合計合計合計 413,430413,430413,430413,430 247,835247,835247,835247,835

※但し、資源ゴミとして個別回収した分は計量していないため、含まれていない。

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 26,659 29,783

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 22,462 12,503

地方債

17,280

財
源
内
訳

一般財源 - 4,197

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【ごみ袋有料化事業】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 ごみ袋有料化事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 清掃費

小項目 ごみの処理対策 清掃総務費

対象（何、誰のために） ごみ減量化（ごみ処理施設の延命化､ごみ処理経費削減）の為

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

可燃及び不燃ごみに含まれる有価物（資源ごみ）の資源化と､ごみ処理経費を意識させるこ
とで､ごみの排出抑制を図り､ごみ減量化につなげる。

　家庭ごみ排出の際､指定ごみ袋を使用することで､ごみ分別を徹底し､ごみの排出抑制を図る。　又､住民に納めて
頂いた､ごみ処理手数料を､ごみ減量化推進事業費として還元する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 西原町廃棄物の処理及び清掃に関する条例 関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度

内容 単位：kg 出典

平成22年度ごみ搬出量（※） 9,799,110 東部清掃施設組合

平成22年3月31日現在の人口 34,494 町民生活課

町民町民町民町民1111人当人当人当人当たりのごみのたりのごみのたりのごみのたりのごみの排出量排出量排出量排出量 284284284284

東部清掃施設組合

平成21年3月31日現在の人口 34,341 町民生活課

町民町民町民町民1111人当人当人当人当たりのごみのたりのごみのたりのごみのたりのごみの排出量排出量排出量排出量 283283283283

※可燃ゴミ、不燃ゴミ、粗大ゴミの合計で、資源ゴミは含まれていない

平成21年度

内容 単位：kg 出典

平成21年度ごみ搬出量（※） 9,738,900

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 15,896 18,182

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 15,896 18,182

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

- 192 -



事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【不法投棄廃家電4品目処理費】

千円 千円

【重機、トラック賃借料】

千円 千円

【町内廃棄物収集運搬・処理委託料、放置廃棄物収集運搬及び処分等業務委託料】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 廃棄物処理事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 清掃費 

小項目 ごみの処理対策 清掃総務費

対象（何、誰のために） 町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

生活環境保全及び改善を図る

① 不法投棄廃家電４品目処理委託料（エアコン､テレビ、洗濯機、冷蔵庫）
② 地域共同清掃作業（６、１０月、１２月）を実施。　廃棄物処理費と車輌賃借料を負担。（作業は住民ボランティア）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 西原町廃棄物の処理及び清掃に関する条例 関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

420 244

平成22年度 平成21年度

409 524

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 20,929 829

県支出金 20,000

国庫支出金

その他特定財源

地方債

829

財
源
内
訳

一般財源 - 929

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【一般廃棄物収集運搬事業】

t t

t t

t t

t t

t t

t t

t t

kl kl

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 一般廃棄物収集運搬事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 清掃費

小項目 ごみ処理対策 塵芥処理費

対象（何、誰のために） 西原町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　各家庭より排出される一般廃棄物（可燃､不燃､危険､粗大）を速やかに回収することで住
みよい環境を作る。

　家庭系一般廃棄物を収集・運搬し､東部清掃施設組合への搬入業務を委託（5業者）
　塵芥車（パッカー車）5台､軽トラック5台､計10台で（可燃､不燃､危険､粗大）ゴミを回収

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 西原町廃棄物の処理及び清掃に関する条例 関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

一般ごみ

可燃ごみ 5,396 5,482

不燃ごみ 191 185

粗大ごみ 79 59

事業系ごみ

可燃ごみ 4,129 3,934

不燃ごみ 40 59

粗大ごみ 0 0

計 9,835 9,719

し尿 5,540 5,487

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 48,900 48,900

県支出金

国庫支出金

その他特定財源

地方債

48,900

財
源
内
訳

一般財源 - 48,900

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【東部清掃施設組合負担金事業】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 東部清掃施設組合負担金事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 清掃費

小項目 ごみ処理対策 塵芥処理費

対象（何、誰のために） 全町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　各家庭より排出される一般廃棄物（可燃､不燃､危険､粗大）を適切処理することで住みよ
い環境を作る

　各家庭より排出される（可燃、不燃、危険、粗大）ごみを適切処理
　構成市町村（西原町､与那原町､旧佐敷(南城市)）で設立した東部清掃施設組合で､可燃ごみの焼却処理､不燃ご
み及び粗大ごみの破砕・圧縮処理

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

４．平成２２年度事業の成果

単位：千円

平成22年度 平成21年度

議会総務費 24,364 26,490

建設公債費 5,458 248

塵芥処理費 152,090 121,629

し尿処理費 30,496 30,373

合計合計合計合計 212,408212,408212,408212,408 178,740178,740178,740178,740

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 178,740 212,408

県支出金

国庫支出金

その他特定財源

地方債

212,408

財
源
内
訳

一般財源 - 178,740

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 2

3 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【合併処理浄化槽設置整備事業】

件 千円 件 千円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 合併処理浄化槽設置整備事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 保健衛生費

小項目 生活排水対策 清掃総務費

対象（何、誰のために） 浄化槽を設置しようとする者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の向上を図る。

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の向上を図るため合併処理浄化槽の設置に要する費
用に係る補助金の交付を行う。
（西原町合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱第3条第1号又は同条第2号のいずれかに該当する地域）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 4162

根拠法令等 西原町合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱 関連計画等 西原町生活排水対策推進計画

４．平成22年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

8 3,036 10 3,566

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 3,566 3,036

1,518

県支出金 1/5 597 623

国庫支出金 1/2 1,783

その他特定財源

地方債

895

財
源
内
訳

一般財源 - 1,186

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

- 196 -



事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 1

4 項 目 4

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【野犬等対策事業】

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 狂犬病予防事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 保健衛生費

小項目 野犬等対策 環境衛生費

対象（何、誰のために） 本町内で飼養する犬の所有者又は管理する者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、及びこれを撲滅することにより、公衆衛生
の向上及び公共の福祉の増進を図る

狂犬病予防法第4条に基づき犬の登録を行い、同法第5条により予防注射を実施する
・毎年4月から6月までの期間に、集合注射を実施している
・通知方法は、登録者にはハガキにて、未登録者には広報誌又はホームページに掲載して周知を行っている。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 1845

根拠法令等 狂犬病予防法 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

狂犬病予防注射 776 779

犬に対する苦情 38 67

野犬、不要犬の捕獲 92 47

犬の咬傷被害 4 2

犬の登録 110 106

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 1,561 152

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 750 152

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 811

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

15 節 項 1

7 項 目 4

２．事業の目的

３．事業の内容

22 23 千円

野犬捕獲・猫保護の件数　　　　　　　　１５７件

野犬・猫等死骸回収の件数　　　　　　　２０４件

　　　　　　ハブ捕獲件数 ３２件

ハブわな製作件数　　　　　　　 ８０件

犬わな製作台数　　　　　　　 ６台

犬檻製作台数　　　　　　　 ３台

不法投棄看板設置件数　　　　　　　３０台

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 環境保全対策事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 環境衛生の向上 保健衛生費

小項目 環境美化運動の展開 環境衛生費

対象（何、誰のために） 町全体

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

快適で潤いのある生活環境の確保及び環境の保全に寄与する。

ハブ、野犬等による咬症被害対策、野焼き、空き地管理適正化、不法投棄パトロール業務を行う
※沖縄県緊急雇用創出事業臨時特例補助金を活用して実施

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 12,597

根拠法令等 廃棄物処理法等 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 0 11,666

県支出金

国庫支出金

その他特定財源 12,593

地方債

-927

財
源
内
訳

一般財源 - 0

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

16 節 項 1

1 項 目 4

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【乳剤散布及び害虫対策事業】 【環境美化推進モデル地区（与那城・安室線沿いの地域）】

回 2

【公害対策事業】

16 【ちゅら島環境美化清掃活動事業】

2

0

0

人 人

【公害処理件数】

件 件 件 件 件 件 件

【騒音規正法、振動規正法に基づく届出状況】

件 件

件 件

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 環境衛生事務運営事業 事業種別

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 公害対策の強化 保健衛生費

小項目 公害防止体制の強化 環境衛生費

対象（何、誰のために） 町全体

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

快適で潤いのある生活環境の確保及び環境の保全に寄与する。

【主な事業】
①町内全域で乳剤散布を行い、蚊やはえ等の駆除を行う。
②「ちゅら島環境美化条例」に基づき、全県一斉清掃活動であがりティーダ公園周辺の清掃を行う。
③町内河川における水質調査、底質調査及び水生生物調査を毎年1回（夏期）実施する。
④環境美化促進モデル地区（2年間）に指定された地域住民と市町村とが一体となって清掃等の美化活動を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 ちゅら島環境美化条例（沖縄県条例）　他 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

散布回数 散布場所 ・西原ハイツ自治会の協力により、自治会事務所周辺にて実施

2 行政区 ・町中央公民館敷地内で町道に接する歩道部分に花壇を作
製、はばたき作業所に管理委託

町内河川の水質調査（年1回） ポイント

河川及び海域の底質調査 ポイント ・あがりティーダ公園（東崎マリンタウン地先）海岸沿い及び周
辺道路の清掃を実施。自動車交通騒音測定 ポイント

平成21年度

公害パトロール 月1回（随時） 538 167

硫黄酸化物濃度測定 ポイント
参加者

平成22年度

大気汚染 水質汚染 騒音 振動 悪臭 不法投棄 その他

1 10 13 3 2 17 16

1

特定建設作業 騒音　　 9 振動　　 19

特定施設 騒音　　 3 振動　　

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 6,801 2,529

県支出金 4,048

国庫支出金

その他特定財源 623

地方債

1,906

財
源
内
訳

一般財源 - 2,753

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 2

18 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【不発弾処理の状況】

・　平成２２年１１月３日（日）　幸地地内　米国製５インチ爆弾処理（1発）

【大雨、台風対策の状況（西原町）】

・　平成２２年５月16日（日）　大雨（土砂災害）警報に伴う警戒

・　平成２２年６月１１日（金）　大雨（土砂災害）警報に伴う警戒

・　平成２２年７月１日（木）　大雨（土砂災害）警報に伴う警戒

・　平成２２年８月８日（日）　大雨による愛泉園敷地内土砂災害対応

・　平成２２年８月３１日（火）　台風第７号接近に伴う警戒

【全県的な災害】

・　平成２３年３月１１日（金）～３月１２日（土）　東北地方太平洋沖地震に伴う津波警戒

【負担金】

・　沖縄県防災行政無線運営協議会負担金　（129千円）

・　沖縄県防災情報システム負担金　（80千円）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 防災対策事業 事業種別

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 総務費

中項目 地域防災体制の強化 総務管理費

小項目 防災対策の強化 一般管理費

対象（何、誰のために） 町民の生命及び財産

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

防災活動を計画的に実施することにより、災害被害の軽減を図る

・地域防災計画の計画的実施。
・不発弾処理。
・防災会議及び国民保護協議会の設置
・関係団体への負担金支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等 西原町地域防災計画

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 2,421 1,633

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 - 2,421

県支出金 650

983

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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